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2016年 12月 8日 
 

経済レポート 
 

2016年 7～9月期のＧＤＰ（2次速報）結果 
～下方修正されるも、景気が横ばい圏から抜け出しつつあることを再確認する結果～ 

 

調査部 主席研究員 小林真一郎 
 

本日発表された 2016 年 7～9 月期の実質ＧＤＰ成長率（2 次速報）は、前期比＋0.3％（年率換算＋1.3％）と 1 次速報

の同＋0.5％（同＋2.2％）から下方修正された。下方修正されたとはいえ3四半期連続でのプラスは維持されており、景気

が横ばい圏内の動きから抜け出しつつあることが改めて示されたといえる。なお、今回の改定では、基準年が 2005年から

2011年に変更されたことに加え、国民経済計算の枠組みも1993ＳＮＡから2008ＳＮＡに変更されており、単純な比較を行

うことはできない。 

需要項目別に 1 次速報からの修正状況をみていくと、家計関連では、個人消費は前期比＋0.1％から同＋0.3％に上

方修正された。4～6 月期も同＋0.1％から同＋0.2％に上方修正されており（ただし、うるう年効果で押し上げられた 1～3

月については同＋0.7％から同＋0.4％に下方修正）、2016 年度に入って横ばい圏での動きにとどまっていた個人消費は、

実際には緩やかに持ち直していたと判断される。また、住宅投資は前期比＋2.3％から同＋2.6％にやや上方修正される

とともに、1～3 月期も同－0.3％から同＋1.3％に上方修正され（4～6 月期は同＋5.0％から同＋3.5％に下方修正）、3 四

半期連続で増加しており、住宅着工の増加を受けて堅調に伸びていることが確認された。 

一方、企業関連では、1 次速報時点では公表されていなかった法人企業統計調査の設備投資の結果が反映され、設

備投資は前期比横ばいから同－0.4％に若干下方修正された一方で、1～3 月期（同－0.7％から同－0.3％）、4～6 月期

（同－0.1％から同＋1.4％）はともに上方修正された。ただし、均してみると横ばい圏で推移している状態に変化はなく、

企業の新規投資に対する慎重な姿勢は続いている。また、在庫投資は、同様に法人企業統計の結果を受けて、前期比

への寄与度は－0.1％から－0.3％に下方修正され、全体の数字の押し下げに大きく寄与した。ただし、企業の在庫調整

が進展していることを示していると考えられ、今後の成長率に対してはプラス要因である。 

政府部門では、政府消費は、前期比＋0.4％から＋0.3％に若干下方修正されたほか、4～6 月期は大きく下方修正さ

れた（同－0.3％から同－1.1％）。一方、公共投資は前期比－0.7％から同＋0.1％に上方修正された。ただし、2015年度

補正予算による押し上げ効果が薄らいでいることに変わりはない。 

輸出は前期比＋2.0％から同＋1.6％に下方修正され、輸入は同－0.6％から同－0.4％にやや上方修正されたため、

外需の前期比寄与度は＋0.5％から＋0.3％に下方修正された。一方、内需の前期比寄与度も＋0.1％から－0.0％に下

方修正されており、7～9 月期は外需主導で回復したとの姿に変化はない。 

名目ＧＤＰ成長率も前期比＋0.2％（年率換算＋0.8％）から同＋0.1％（同＋0.5％）に下方修正された。また、経済全体

の総合的な物価動向を示すＧＤＰデフレーターは前年同期比－0.1％から同－0.2％に小幅下方修正された（季節調整

済み前期比では－0.3％から－0.2％に上方修正）。 
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前期比（％）

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9

実質ＧＤＰ － 0.1 0.2 － 0.4 0.7 0.5 0.3 0.5 － 0.2

同 　   (年  率) － 0.5 0.8 － 1.8 2.8 1.8 1.3 2.2 － 0.9

同　    (前年同期比) 1.8 2.1 1.1 0.4 0.9 1.1 0.9 0.2

内需寄与度　　　　　 (*) 0.0 0.3 － 0.5 0.3 0.5 － 0.0 0.1 － 0.1

個人消費 － 0.4 0.5 － 0.7 0.4 0.2 0.3 0.1 0.3

住宅投資 1.2 1.8 － 1.2 1.3 3.5 2.6 2.3 0.3

設備投資 － 1.3 0.6 0.4 － 0.3 1.4 － 0.4 0.0 － 0.4

民間在庫　　　　　 (*) 0.4 － 0.2 － 0.1 － 0.1 0.2 － 0.3 － 0.1 － 0.2

政府最終消費 0.1 0.4 0.7 1.3 － 1.1 0.3 0.4 － 0.1

公共投資 1.0 － 0.5 － 2.8 － 0.7 1.6 0.1 － 0.7 0.8

外需寄与度　　　　　 (*) － 0.2 － 0.1 0.1 0.4 － 0.1 0.3 0.5 － 0.1

輸出 － 3.7 2.1 － 0.6 0.8 － 1.3 1.6 2.0 － 0.4

輸入 － 2.5 2.5 － 0.9 － 1.2 － 0.9 － 0.4 － 0.6 0.2

名目ＧＤＰ 0.2 0.6 － 0.3 0.8 0.2 0.1 0.2 － 0.1

同  　  (年  率) 0.9 2.3 － 1.0 3.1 1.0 0.5 0.8 － 0.4

同 　   (前年同期比) 3.3 3.9 2.6 1.3 1.3 0.9 0.8 0.1

1.6 1.8 1.5 0.9 0.4 － 0.2 － 0.1 － 0.1

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質ＧＤＰに対する寄与度

(出所)内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

変化幅
(％ﾎﾟｲﾝﾄ)

ＧＤＰデフレーター

　　　　　　(前年同期比)

7-9
（1次）
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図表１ 改定状況の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の改定では、国民経済計算の枠組みが 1993ＳＮＡから 2008ＳＮＡに変更されたことによって、過去のＧＤＰの水準

も大きく変更され、2015年度の名目ＧＤＰは 500.6兆円から 532.2兆円に 31.6兆円ほど上方修正された（図表２）。これは、

①中間消費とされていた研究・開発（R&D）の資本化（主に民間設備投資の増加で、一部は公共投資の増加となる）、②こ

れまではＧＤＰに含まれなかった特許等サービスの取引の加算（純輸出の増加）、③住宅・宅地の売買時の不動産仲介

手数料の加算（住宅投資の増加）、④防衛装備品の資本化（政府消費、公共投資、公的在庫の間での入り繰りはあるが、

合計では政府支出が増加）などの改定が反映されたためである。2015 年度の名目ＧＤＰの押し上げ効果は、それぞれ、

①19.2 兆円、②3.1 兆円、③0.9 兆円、④0.6 兆円となっている。 

四半期の動きについては、7～9 月期の実質ＧＤＰ成長率は下方修正されたが、それ以外の時期では、前期比の伸び

率が上方修正されたケースが多くなっている（図表３）。中でも、消費税率引き上げ後の落ち込みと、その後の回復の勢い

がいずれも上方修正され（2014 年 4～6 月期は前期比－2.0％から同－1.8％に、7～9 月期は 同－0.7％から同－0.2％

に、それぞれ上方修正）、従来の姿と比べると、消費税率引き上げの景気に対するマイナス効果が小さかったことになっ

ている。 
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図表２ 名目ＧＤＰの改定状況（年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３ 実質ＧＤＰの改定状況（前期比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10～12 月期以降も、実質ＧＤＰ成長率はプラス基調で推移すると予想され、景気は横ばい圏での動きから脱し、緩や

かな回復基調に転じると見込まれる。世界景気の回復を受けて輸出が徐々に増加していくほか、2016年度補正予算の執

行による景気押し上げ効果も年度末にかけて徐々に強まると見込まれる。 

しかし、景気の持ち直しテンポが急速に高まることも難しい。足元で生産を押し上げてきた自動車の挽回生産やスマー

トフォン関連財の輸出増加による効果は年内に一巡する可能性があるほか、慎重な姿勢を堅持している企業の設備投資

意欲が急速に持ち直すことも期待しづらい。また、物価については、資源価格の上昇と円安の影響によって年明け以降

は上昇圧力が高まってくると見込まれ、次第に個人消費を抑制する可能性がある。 

450

460

470

480

490

500

510

520

530

540

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15

改定差（改定後－改定前、左目盛）

改定後（右目盛）

改定前（右目盛）

（出所）内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

(兆円)

(年度)

(兆円)

-3.5

-3.0

-2.5

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

12 13 14 15 16

改定差（改定後－改定前、左目盛）

改定後（右目盛）

改定前（右目盛）

（出所）内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

(％ポイント)

(年、四半期)

(前期比、％)



 

ご利用に際してのご留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。 
（お問い合わせ）調査部   TEL：03-6733-1070   E-mail：chosa-report@murc.jp 

4 / 4 

 

さらに、持ち直しつつある海外景気の先行きについても波乱要素が残る。トランプ新大統領の誕生を受けて米国の景

気回復期待が急速に強まり、米国株価は足元でも史上最高値を更新し続けている。しかし、トランプ氏の言動を巡っ

て再び金融市場が混乱し、世界経済の悪化懸念が高まり、景気が下振れするリスクは残る。現時点でト

ランプ新大統領の下で米国の景気が順調に拡大し、世界経済をけん引していくと過度に期待することは

できない。 
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